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鳥取環境大学改革案評価・検討委員会報告書

１ はじめに

○鳥取環境大学は、平成１３年に公設民営方式の大学として地域の期待を担

って開学した。開学当初は、定員を大幅に上回る入学者があり順調なスタ

ートを切ることができたものの、開学４年目から入学者の定員割れが続き、

さらには、平成２０年度からキャッシュフローベースで実質赤字の経営状

況となり、抜本的な改革が必要な状況となっている。

○鳥取環境大学では、平成２０年に理事会の下に「鳥取環境大学改革検討委

員会」を設置し、学生確保対策、授業料の額、学生定員及び学科編成、設

置形態を含む大学のあり方について２年間にわたり検討を重ねてきた結

果、環境をより深化・高度化させた学科、経済・経営系の学部学科の設置

の検討、公立大学化に向け県及び鳥取市と協議を進めることなどについて

提言が行われた。

○委員会の提言を受け、鳥取環境大学において改革の検討が進められ、本年

５月、大学から県及び鳥取市に対し、環境情報学部（環境政策経営学科、

環境マネジメント学科、建築・環境デザイン学科、情報システム学科）の

１学部４学科体制から、経営学部（経営学科）、環境学部（環境学科）の

２学部２学科体制への改編、さらには期末・勤勉手当減額、管理職手当減

額等による人件費の削減、管理経費の削減などの経営改善の取組が示され、

併せて公立化の検討が要請された。

○本委員会は、鳥取環境大学が示した改革に向けた取組の検証を行うととも

に、設置形態も含め、今後の大学のあり方を検討するため、本年６月２４

日に県及び鳥取市により設置され、以後５回の委員会を開催し、今後の大

学のあり方について報告書をとりまとめたものである。なお、とりまとめ

にあたっては、高校２年生及びその保護者、高校教員、県内企業、一般県

民を対象とする「鳥取環境大学のあり方に関するアンケート調査」（回答

数 4,260 件）を実施し、広く県民、市民に対して、大学のあり方に関す

る意見の把握を行った。

２ 大学進学を巡る状況

（１）全国の状況

○１８歳人口は、過去１５年で５５万人減少（Ｈ７年１７７万人、Ｈ２２年

１２２万人）し、今後１５年で１３万人減少する見込みである。（Ｈ３７

年１０９万人）
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○大学等進学率は全国平均５３．９％（Ｈ２１）で、県ごとに違いはあるも

のの、各県とも一貫して上昇している。また、各県の進学率は平均給与や

県内の大学の入学定員と強い相関関係がみられる。

○私立大学の経営環境は悪化しており、全国の私立大学の４７％が定員割れ

で４０％が赤字となっている。

○平成２２年度入試においては、国立大学志願者よりも公立大学志願者の伸

び率が高い状況となっている。

○地元の県に進学する学生が半分以上の都道府県は、北海道、宮城、東京、

愛知、京都、大阪、広島、福岡、沖縄の９都道府県となっている。

（Ｈ２０）

○大学進学率は、国によって大きく異なっており（オーストラリア 85%、ス

ウェーデン 78%、アメリカ 62%、韓国 55%、イギリス 52%、フランス 38%、

ドイツ 35%）、その中で、日本の進学率（４４％）は国際的に見て、決し

て高い水準とは言えない。（２００５年時点の比較）

※大学進学率には、短期大学への進学者数が含まれていないため、他の項目の大

学等進学率よりも低い数値（日本４４％）である。

（２）鳥取県の状況

○県内の大学等進学率は４３．６％（Ｈ２１）で、全国３７位と低くなって

いる。

○大学等進学者のうち県内の大学等へ進学する生徒の割合は２１．７％

（Ｈ２０）で、全国４５位と低い。

○大学等進学率は徐々に上昇してきているものの、全国との差は拡大してい

る。

（Ｈ７ 全国３７．６％ 鳥取県３４．３％ 較差 ３．３％）

（Ｈ21 全国５３．９％ 鳥取県４３．６％ 較差１０．３％）
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【大学等の進学率の推移】

○県内の大学等の入学定員は全体の７０％を理系

皿が少ない。

【県内大学等の入学定員】
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３ これまで鳥取環境大学が果たしてきた役割

（１）教育研究機関として果たしてきた役割

○鳥取環境大学の入学者はこれまで約２，６００人に上り、このうち県

内からは約１，４００人が入学し、生徒の進学の受け皿として一定の

役割を果たしてきた。また、県外から約１，２００人の入学者を鳥取

県に招き入れ、人材育成を行っている。

○これまでの卒業者は、県内外の金融機関、大手電機メーカー、大手運

輸業者、官公庁など様々な業種に就職し、各県で活躍している。また、

県内においては４００人以上が様々な分野に就職し、鳥取県経済の発

展に寄与している。なお、少数ではあるが公認会計士、気象予報士な

どの難関資格取得者もいる。

○外部資金の獲得により、「廃棄物系バイオマスの利活用を核とした低

炭素社会の構築に関する研究」など環境分野での先端的な研究にも取

り組んでいる。また、学会賞を受賞するなど、環境分野の研究活動は

一定の評価を得ている。

（２）地域において果たしてきた役割

○環境に関する知的集積が図られ、県内の環境活動、施策が前進した。

・県及び鳥取市等の各種委員会への委員就任延べ８４人（21 年度）

・鳥取県版環境管理システム審査業務（19 年 11 月～）

○近年、地域や行政と連携した研究活動などに積極的に取り組んできて

おり、地域発展に寄与している。

・持続可能な循環型社会の形成と地域活性化に資することを目的とし

たサステイナビリティ研究所を設置するなど、地域への研究成果の

還元を展開（H21）

例：芦津の森の活用による森林価値の創造、日本海に面した海岸に

おける海ごみの発生抑制と回収処理の促進に関する研究

・高校への出前授業（H17～ 82 回）、公開講座（H16～ 82 回）

・ヤギ部によるヤギ派遣事業、中山間地域応援隊など学生による地域

貢献活動も地域で評価

○鳥取環境大学の運営に伴う教育研究経費や管理経費などの支出、学

生・教職員の消費に伴う経済効果は年間約１６．５億円とも試算され

ており、地域の活性化に果たしている役割は大きい。
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４ 鳥取環境大学の現状と抱える課題

（１）現状

○開学当初は、入学者が定員を大幅に上回ったものの開学４年目から定員を

下回り、平成２０年に下げ止まっている。平成２２年度は定員２７６人に

対して入学者は１４９人で、定員充足率は５４％となっている。

【鳥取環境大学の入学者数の推移】

○平成１８年度から会計上の支出超過となり、平成２０年度からキャッシュ

フローベースで実質赤字の経営状況となっている。

【学部学生数の推移と収支決算等の状況】

○平成１９年度に日本高等教育評価機構が行った外部評価で大学評価基準を

満たしていると認定を受けており、中でも、小規模大学の特性を活かした、

きめ細かい学習支援体制や就職支援体制などの取組が優れていると評価さ

れた。
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○毎年度、卒業生に対して行われている満足度アンケートでは、教育内容全

体について「満足」「まあ満足」と回答した割合が約８割に上る一方で、

兄弟姉妹に鳥取環境大学への入学を勧めないとする者も６割に上ってい

る。また、入学辞退者に対するアンケートでは「他大学に入学したから」

「学費が高いから」などと並んで「学べる内容が良く分からない」との回

答がある。これらは鳥取環境大学の厳しい現状を示すものであり、今後大

学において原因について十分な分析を行い、大学運営の改善に活かしてい

く必要がある。

（２）これまでの取組

《高校生への働きかけ》

○毎年１，０００件近くの高校訪問、オープンキャンパスの開催、高校へ

の出前授業（Ｈ１７～）の実施、入試制度の充実など志願者確保に取り

組んできたが、入学者の増にはつながっていない。

《教育内容の改善、学生支援》

○学科等の見直しを行い、人間形成教育センターの設置（Ｈ１８）、

環境マネジメント学科を新設（Ｈ２１）するとともに、資格取得支

援制度の導入（Ｈ１９）、授業料等減免制度の充実（Ｈ２０）、給

付型奨学金制度の導入（Ｈ２１）、ＢＤＦスクールバスの運行（Ｈ

１７）など学生支援策の充実を図ってきた。さらには公開講座、地

域連携研究等により認知度の向上を図るなど学生確保の対策を講じ

てきたところであり、例えば環境マネジメント学科は県外からの入

学者比率が高いといった、一定の効果はあったものの、定員割れが

続く状況の抜本的な改善にはつながらなかった。

《就職支援》

○関西及び山陰地域に企業開拓を担当する参与を配置し、求人開拓を

行うとともに、企業懇談会やきめ細かい個人指導、チューター制度

を活用した教員による就職支援を行い、平成１９年度卒業生までは

全国や中四国地方の大学と並ぶ９４％前後の就職内定率を維持して

きたが、近年は全国平均等を下回り、格差が生じている。
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【大学卒業者の就職状況】
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（３）鳥取環境大学の抱える課題

《鳥取環境大学の運営・意識に関わること》

○開学当初、入学者が定員を大幅に上回る好調なすべり出しであったこと

から、大学運営に対し安心感が拡がり、学生確保に向けた緊張感を持っ

た取組が開学当初からは行われなかったこと。

○開学４年目（Ｈ１６）には志願者数が大幅に減少し、入学者が定員割れ

を起こしたにもかかわらず、一期生の送り出し（就職）対策への意識が

強く、学生に訴求する大学の魅力づくりへの取組が後手に回ったこと。

○志願者、入学者といった需要側に立った検討が十分ではなかったと考え

られるなど、本来私立大学として求められる経営意識が発揮されず、大

学間競争を勝ち抜くための効果的な対策が打ち出せなかったこと。

○鳥取環境大学の目指す教育のあり方、入学者減少による経営の危機的状

況という意識が教職員全体に共有されておらず、教職員一人ひとりが真

摯に入学者確保、就職対策を行うといったことが大学全体の取組にまで

は至っていなかったのではないかと考えられること。

《運営体制に関わること》

○経営面は理事会、教学面は学長と、責任を分担する運営体制をとってき

たが、その連携が必ずしも十分ではなく、教職員を含めた大学全体の一

丸となった協力体制が十分機能しなかったと考えられること。また、そ

れぞれ内部手続に時間を要することなどから意志決定のタイミングを逸

することや明確な方向性が打ち出しにくいなど、必ずしも機動的な運営

ができなかったこと。
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○大学経営や運営上の数値目標やその期間が明確に設定されておらず、評

価、検証も十分行われていないこと。

《志願者との関係に関わること》

○学生納付金は文系１００万円、理系１３０万円（年額）と他の私立大学

の水準とほとんど変わらず、公設民営のメリットが実感できないこと。

【私立大学の学生納付金平均額（平成２１年度）】

区 分 文系学部 理系学部

日本私立大学団体連合調査 ９５９ 千円 １，３８６ 千円

鳥取環境大学 １，０００ 千円 １，３００ 千円

※学生納付金は、授業料、実験実習費、施設費等の合計額

○志願者の減少に伴い入試難易度が低下し、県内の進学校から進学対象と

みなされなくなり、更に入試難易度が低下するという悪循環に陥ったこ

と。

○県内からの入学者の約７０％が県東部出身者であり、中西部出身者は少

ない。これは、中西部地区の高校生にとっては、県内大学としての位置

的メリットが少なく、県外大学と変わらない状況にありながら、志願者

増加のための有効な方策が打てなかったことによるものと考えられる。

【鳥取環境大学の出身地域別入学者（平成２２年度）】 （単位：人）

県 内

東部 中部 西部 その他(通信制) 計
県 外 合 計

６８ １５ １１ ５ ９９ ５０ １４９

《地域との連携に関わること》

○近年、地域や行政と連携した研究活動に積極的に取り組みはじめている

ものの、鳥取環境大学自体の歴史が浅く、また、取組を開始するのが遅

かったことから、地域と連携した活動が十分にアピールできておらず、

大学の存在が県民に実感として浸透していないこと。

《その他》

○学生の不祥事件、教員の処分問題の発生など地域社会にマイナスイ

メージが出てしまったこと。
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（４）今後の取組に必要な視点

○ここ４年間の入学者は入学定員の５０％を若干超える水準で推移して

いるが、全体定員の５０％を下回ると国からの補助金が打ち切られる

ことになるなど、極めて厳しい状態であり、内部留保資金（減価償却

額等の積立：Ｈ２１年度末 約３６億円）があり、大学の体力が残っ

ているうちに、早急に効果的な対策を実行する必要がある。

○これまでも学科再編を実施し、入学定員を減員した学科もあるにもか

かわらず、いずれの学科も定員割れとなっており、志願者や企業ニー

ズの動向を踏まえて特色のある学部学科に再編することが必要であ

る。

○今後の厳しい大学間競争を勝ち抜くためには、大学の魅力づくり、大

学運営の改革、経営改善について絶えず不断に取り組むことが必要で

あり、また、今後の鳥取環境大学のあり方を踏まえた設置形態につい

ても検討することが必要である。

○権限と責任を明確にして、強力なリーダーシップを発揮し、組織的な

運営ができるような体制を築くことが必要である。

５ 学部学科改編案の検証

（１）環境学部について

○環境学部は、鳥取にあるという立地条件を活かした地域密着の教育研

究、環境問題をグローバルな視点から捉えた途上国の環境問題への取

組、地域での持続可能な社会づくりなどを特徴とした自然科学系学部

であり、気象や土壌などの自然環境保全領域、環境アセスメントなど

の環境マネジメント領域、廃棄物やバイオマスなどの循環型社会形成

領域、環境共生建築などの居住環境領域の４つの領域から構成されて

いる。

○リクルート社の調査によれば、環境科学系学部の志願者数は成長・成熟

期にあり、環境などグローバル課題対応型の分野は、今後志願者の増加

が予想される分野の一つと位置付けられている。

○地球温暖化対策は国際的な課題であり、日本においても、国を挙げた取

組となっている。企業においても環境に関する経営方針を制定したり、

環境ビジネスを展開するなど環境問題への関心は高まっている。

○鳥取県においても環境関連分野はこれからの成長分野であるとの認識

のもと、平成２１年９月に「とっとり発グリーンニューディール」を策

定し、新エネルギーの導入、リサイクル産業の振興などに取り組んでお
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り、これらの施策に沿った環境学部の取組が期待される。

○平成２１年度に実施された「鳥取環境大学の教育内容に関するアンケー

ト」（以下、「改革委員会アンケート」という。）の結果によれば、鳥

取環境大学の新たな学科として、環境を深化させた学科を希望する県内

企業は多い。

○このように社会の環境に対する意識が高まっている中、平成２１年度に

設置した「環境マネジメント学科」は県外からの入学者比率が５～７割

と高く、全国の環境系学部を目指す高校生を呼び込んでいる。

○鳥取県の恵まれた環境の中で環境問題を学ぶという、これまで１０年間

培ってきた財産があるため、その強みを最大限に活用し、さらに、食、

農、エネルギーといった隣接領域との融合により地域の雇用につなげる

といった今日的な課題にも対応していくことで、環境分野において対外

的に競争力のある学部として、全国からの入学生の確保が期待できる。

（２）経営学部について

○経営学部は、企業・団体・機関等で多様なビジネス活動を担い、地域で

の起業や新規事業などを主導して地域の発展に寄与し、北東アジアとの

経済交流を支える人材を養成する社会科学系学部であり、会計・財務シ

ステムなどの企業経営領域、行政・ＮＰＯ等の公共サービスなどの公共

経営（地域経営）領域、北東アジアとの交易などの国際経営領域、ＩＴ

を活用した企業活動の高度化などの経営情報領域の４つの領域から構

成されている。

○リクルート社の調査によれば、経営学部は２００７年以降、成長期に入

っており、経営系学部は近年（２００７年～２００９年）志願者が大幅

に増えている。全国的にも志願者の多い学部であり、競争相手も多いが、

その分学生も多いので、工夫次第によって、学生を確保していくことは

十分可能である。

○地域が主体的に地域経営を担う分権時代を迎え、地域経営において行政

と NPO、地域自治組織等とのパートナーシップが求められる中、公共経

営、地域経営の分野を扱う領域の設定は評価できる。

○環日本海国際定期貨客船、米子－ソウル便等を活用し、人・物の交流の

西日本における北東アジア地域への窓口を目指す本県にとって、北東ア

ジアとの経済交流を支える領域の設定は地域課題の解決に直結する。

○交流人口の増加により地域の活性化につながる観光産業への支援、鳥取

県の基幹産業である農業など第１次産業の経営支援、農商工連携をマネ

ジメントできる人材の育成、少子高齢社会を迎える中、中山間地域の機
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能維持発展のためのソーシャルビジネスの手法の導入、地域に根付いた

スポーツ産業を支える仕組みづくりなど、鳥取県における地域の課題と

して、経営学部に期待されるテーマは数多い。

○また、県内企業のニーズを十分に把握し、教育内容を充実させることに

より、地元産業界で必要とされる人材が育成されることが期待される。

さらに、これまでの１０年間の鳥取環境大学の取組の上に立ち、企業活

動において環境の知識、発想を持った人材の育成も期待される。

○県内高校からの進学者のうち、商・経分野への進学者の割合は１７．６％

と他の分野に比較して最も高いが、県内にこの分野の大学がないため、

毎年約４００人が県外の４年制大学に進学している。山陰地方で初の経

済・経営系の学部を設置することで、地元で学びたいという進学者の受

け皿になることが期待される。

【４年制大学の学部別進学者数（抜粋）】

○改革委員会アンケートによると、企業経営者が鳥取県に必要と考える

教育分野として「経営・商業」が最も高く、また、県内高校生の志望

分野としても「経済学」「経営・商学」の学部への進学志望は多い。

【企業経営者が鳥取県に必要と考える教育分野】
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【県内高校生が志望する分野】

（３）学部学科改編案の検証結果

○以上のとおり、環境情報学部（環境政策経営学科 ９９名、環境マネジメ

ント学科 ９９名、建築・環境デザイン学科 ３９名、情報システム学科

３９名）の１学部４学科体制から、経営学部（経営学科 １３８名）、環

境学部（環境学科 １３８名）の２学部２学科体制への改編は、社会情勢、

鳥取県の地域課題、地域貢献、進学動向、近隣大学の学部設置状況、学部

名から教育内容が理解しやすいといった観点から、理解できる。

○この学部学科改編が更に魅力的なものとなり、入学者確保につなげていく

ためには、今後、カリキュラムの編成、教員配置等に当たって、これまで

１０年間の実績を活かしつつ、学生、企業のニーズを踏まえ、近隣大学の

教育内容等との差別化を図り、鳥取県らしい学部として対外的にアピール

できるような特徴をもつ学部学科となるよう検討を進めることが課題であ

る。特に、新たに設置する経営学部のカリキュラム編成にあたっては、企

業ニーズ等を踏まえ、充実すべき領域等の詳細な検討が必要である。また、

両学部が連携し、大学資源を最大限活用して効果的な教育を行うことがで

きるよう検討を進めることも必要である。

○一方で、１学年定員２７６名という小さな大学であることから、大学運営

を柔軟に行うためにも、１学部として学問領域によるコース制を導入し、

時代のニーズに即応できるフレキシブルな体制とすべきであり、仮に２学

部とする場合には、文理融合という考え方をとるのではなく、それぞれの

学部が自立・持続可能な競争力のある学部として特徴を備える必要がある

との意見もあった。
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６ 設置形態の検討

（１）私立大学としての経営

○私立大学の経営環境は悪化しており、全国の私立大学の４７％が定員

割れで、４０％が赤字となっている。

○入学定員１，０００人以上の大規模私立大学が入学定員を１２％上回

る学生を確保している一方で、特に入学定員８００人未満の大学は定

員の充足が厳しい状況である。

○少子化、経済環境の悪化など、地方の私立大学、中でも卒業生の少な

い歴史の浅い私立大学は極めて厳しい状況に置かれており、定員充足

している大学は少数で例外的な存在となっている。

○鳥取環境大学は、公設民営大学である。公設民営方式は、設置費用は

県及び鳥取市の負担によるが、設置後の運営は私立大学と変わらない

ため、授業料等の学生負担などについては公設によるメリットが十分

提供できていない。

○鳥取環境大学においても、学科の新設、学生支援策の充実、年間約

１，０００件に及ぶ高校訪問を行うなど様々な対策を講じてきたが、

今年度の入学者の定員充足率が５４％となるなど、入学者の現状は大

変厳しい。

○人件費や事務経費の抑制など経費節減に努めているものの、経営試算

の面からも私立大学としての持続は難しい状況である。（試算によれ

ば、安定的な経営が続けられるためには、現在５４％の定員充足率を

９３％まで引き上げなければならない。また、定員充足率が５０％を

割り込むと仮定すると、私立大学助成金が受けられなくなるなどの問

題もあり、数年後には立ち行かなくなる。）

（２）他の私立大学との提携

○大手の私立大学は、少子化時代を見据え、中学校、高等学校との連携

による学生の確保を重視している傾向にあり、地方の大学との連携は

経営戦略として重視されておらず、経営面で鳥取環境大学の提携相手

を見つけることは難しい。

○他大学との教員レベルでの学術交流、平成２１年度からはじめた大学

学部教育における「環境教育」共通カリキュラム開発のための戦略的

大学連携事業（環境関係の４大学交流）などは大学としての魅力向上

にもつながることから、今後も継続、発展させていくことが望まれる。
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（３）公立大学としての経営

○公立大学は、私立大学以上に地域における高等教育機会の提供と、地

域社会での知的・文化的拠点としての中心的役割が求められ、設置運

営団体の施策の方向に沿った人材育成や教育研究活動、地域貢献など

の展開が期待される。現在４２都道府県に公立大学が設置されており、

県内に公立大学を有していないのは、栃木県、鳥取県、徳島県、佐賀

県、鹿児島県の５県のみとなっている。

○公立大学は設置運営主体が地方自治体であり、県民、市民からの信頼

性が高く、また、公的負担により学費が私学と比べて安く保たれてい

るという特徴を持つ。

○高校教員は、進路指導において国公立大学を勧める傾向が強く、また、

近年の経済状況の悪化から教育費負担が大学選択の大きな要素となっ

ており、保護者も国公立大学を勧める傾向が強い。

○他県の公設民営方式の大学が公立大学法人化され、入学志願者を大幅

に増やし、学力レベルが向上したといった先行事例等を踏まえれば、

公立化は有力な選択肢である。

【公立大学法人化前後の志願者の状況】

・高知工科大学 745 人(H20) → 5,812 人(H21)→3,242 人(H22)

・静岡文化芸術大学 2,601 人(H21) → 3,582 人(H22)

・名桜大学 562 人(H21) → 1,238 人(H22)

※高知工科大学の入試状況

・公立化初年度は私大入試という形態で行われ、公立大学入試との併願も可

能であったこと、地元高知県内の高校教員の信頼度が高まったなどの効果

により、志願者が大幅に増加した。

・２年目は、国公立大学としての位置づけでの初めての入試となり、国公立

大志望の学生が全国から集まった。

・３年目（来年）は、他の公立大学並みの応募倍率（３倍程度）に落ち着く

ものと見込まれている。

・公立化後は、入試難易度が大幅に上昇し、優秀な学生が集まってきている。

○こうした公立化による志願者の増加は入試難易度の上昇にもつながり、そ

れにより、進学校からも進学対象と見なされるようになり、更に志願者が

増加するといった好循環が期待される。一方で県外からの入学者が増える

ことも予想されることから、公立大学として、地元の高校生の受け皿とな

ることとの両立を図っていくことが必要となる。

○収入構造は、私立大学の場合は約８割が学納金、約１割が補助金での運営

となっている（平成２０年度決算：日本私立学校振興・共済事業団調べ）

が、公立大学では約３割が学納金、約６割が設立団体の負担（国からの財
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政支援あり）となっており（平成２１年度予算：公立大学協会調べ）、公

費の割合が高い。

○公立大学は地方自治体が設置主体となるものであり、また費用負担の面で

も公費割合が高いということを考えると、地域の大学として、県民及び市

民の理解が得られるような教育、研究となるよう、地域との関わりをより

高めていくことが必要である。

○平成１６年に地方独立行政法人法が施行され、公立大学が大学独自の判断

に基づき自主的に運営できる法人格を持つ公立大学法人を自治体が設立す

ることが可能になった。

○鳥取環境大学が設置された当時は、公立大学として設置団体が直接運営す

るか、私学として運営するかの選択しかなかったことから、大学運営の自

由度を確保し、機動的な運営を行うことを期待して公設民営方式が選択さ

れたものであるが、仮に公立大学法人制度が大学設置検討時にあれば、有

力な選択肢となっていたものと考えられる。

【公立大学法人制度の概要】

（４）設置形態の検討結果

○鳥取環境大学は、「２１世紀の発展を担う人材の育成」「地域振興への寄

与」「県内における進学機会や選択肢の拡大」などの必要から、設置費用

について県及び鳥取市で負担しながら、私立大学としての機動的な運営を

期待し、平成１３年に公設民営方式で開学した。
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○公設民営方式は、設置費用については県及び鳥取市の負担によるものの設

置後の形態は私立大学であり、授業料等の学生負担などについては公設に

よるメリットが発揮されず、人材育成、地域貢献などの面でも設置団体と

の連携が十分に確保されているとは言えない。一方で、全額県及び鳥取市

の財政負担により設置されたという経緯から、私学という形態をとりなが

らも、本来の意味での私学の運営となり切れていなかったのでないかと考

えられる。

○公立大学は県民、市民の信頼感が高く、公的負担の一方で学費が安いとい

う特徴を持ち、近年の進学動向等を勘案すると、入学者確保につながるこ

とが期待される。また、これまで以上に、設置団体の施策の方向に沿った

人材育成や教育研究活動、地域貢献活動などが展開されることとなり、地

域の発展に寄与する大学になることが期待される。

○県及び鳥取市が理事長の任命、中期目標の指示、事業実績評価などにより

一定の関与をしながら、中期目標の範囲内で鳥取環境大学が自主的な運営

を行うことができる公立大学法人制度を活用することにより、県及び鳥取

市による設置主体としてのチェック体制のもとで、大学法人の機動的な運

営を確保していくことが可能である。

○経営の試算については、現在の財政制度を前提に、一定の条件により様々

なパターンで検証を行ったが、大学の魅力向上の取組により一定程度の入

学者（※）が得られれば、国の支援額の範囲内の財政負担で運営が可能と

なるものと考えられる。

※様々なパターンで試算を行った結果、現在の資産を減らすことなく運

営していくために必要な定員充足率は、パターンによって７４～

９０％とばらつきがあり、安定的な経営を行うためには９０％以上の

定員充足率を目標とする必要がある。

○アンケート結果では

・望ましい設置形態として、全回答者の約７０％が「公立」と回答してい

る。

【望ましい設置形態】
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・公立化により進学の候補となる（進学を勧める）割合は、現在の設置形

態の場合に比べ、割合の数値は小さいものの高校２年生で約３倍、保護

者で約４倍に上昇しており、高校教員の約７割が公立化すれば進学を勧

めるとしている。

【公立化で進学の候補となる（進学を勧める）か】

高校２年生

4.9%

1.7%

0% 10% 20% 30%

公立化

現状

保護者

23.5%

5.5%

0% 10% 20% 30%

公立化

現状

高校教員

68.5%

36.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

公立化

現状

・県及び鳥取市の財政負担については、「国からの財政支援額を超えてで

も大学を支援すべき」が１１．６％、「国からの財政支援額までは大学

に対する財政支援を認めてよい」が３７．７％、「国からの財政支援よ

りも抑えた額にとどめるべき」が３５．１％となっている。
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【公立化に伴う県及び鳥取市の財政負担の許容範囲】

○歴史の浅い地方の私立大学が置かれている全国的な状況、これまでの

鳥取環境大学の入学生確保のための努力の結果などを考え合わせる

と、今後私立大学のままで持続的な経営を行っていくことは極めて困

難な状況であるが、現在ある鳥取環境大学という有形・無形の財産を

失うことがないよう対策を図るべきである。

○公立化は鳥取環境大学の地域貢献、入学生確保などの面で有力な選択

肢であり、県内の保護者の教育費負担の軽減につながるものである。

何よりも進路選択を目前に控えた県内の子どもたちの進学のことを考

えると、大学の体力が残っている今のうちに、新たに法整備された公

立大学法人制度を活用する公立化に向けた検討を速やかに開始すべき

である。

○公立化にあたっては、県及び鳥取市が最終的に経営の責任を持つ体制

となることから、健全な経営が維持されるよう、中期目標等により鳥

取環境大学の経営努力を十分に促すとともに、県民及び鳥取市民の理

解の得られる範囲での財政負担とすべきである。

○「国からの財政支援額を超えてでも大学を支援すべき」が１１．６％、

「国からの財政支援額までは大学に対する財政支援を認めてよい」が

３７．７％、「国からの財政支援よりも抑えた額にとどめるべき」が

３５．１％というアンケート結果からは、県民及び鳥取市民の直接的

な負担が生じないよう、国からの財政支援額の範囲内で支援を行うと

いう意見が多い。こうした意見を踏まえれば、今後大学は、安定的に

一定の入学者を確保して、経営を持続可能なものにしていくことが求

められる。

○県及び鳥取市が共同で鳥取環境大学を設立した経緯から、今後も県及

び鳥取市が共に大学を支えるという体制を確保すべきであり、県及び

鳥取市が共同で公立大学法人を設立し、財政負担についても等分の負

担を基本とすることが望ましい。
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○大学運営にあたっては、経済社会情勢の変化に応じて柔軟で機動的な

運営がなされるような体制を確保すべきであり、今後、公立化にあた

っては、権限と責任を明確にして、強力なリーダーシップを発揮し、

組織的な運営を行い、教職員が一丸となって目的達成のために行動す

るといった体制を築く必要がある。また、そうした大学運営をチェッ

クし、適切に改善に結びつける評価制度を有効に機能させることが必

要である。

７ 企業や社会が求める人材育成のために行うべきこと

（１）魅力を高める方策

○公立化しただけでは、少子化時代の大学間競争には勝ち抜けない。地域立

大学として、県民及び鳥取市民から理解を得て持続的な大学運営を行って

いくためには、地域社会が抱える課題の解決につながるような教育、研究、

地域貢献等を行っていく必要がある。

○そのためにも、県内の大半を占め様々な課題を抱える中山間地域や、商店

街等でのフィールドワーク、実践教育を積極的に推進し、地域や学生のニ

ーズにあった教育研究活動を行っていくことが望まれる。

○また、アンケート結果によれば、社会人教育の面では社会人向けの特別カ

リキュラム、公開講座の開催などが期待されている。

【期待される社会人教育】

○県中西部の県民の鳥取環境大学に対する意識は低い状況にあり、大学

が県全域から支えられる大学となるためには、中西部において公開講

座等の充実を図るなど、大学の教育研究活動の成果を還元する方策に

ついて工夫していくことが望まれる。
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○中西部からの入学者は県内出身者の約３割程度であり、アンケート結

果でも西部の高校２年生の鳥取環境大学の認知度は約４０％にとどま

っている。中西部からの入学生確保のためには、大学のＰＲを中西部

でより一層重点的に行っていく必要があるほか、中西部出身の学生に

対する効果的な支援策について検討していくことが望まれる。

○また、地域社会への貢献をより一層進めていくためには、地域をフィ

ールドとした効果的、効率的な研究、実践、地域貢献策を様々な角度

から積極的に推進していくことが必要である。そのため、例えば、地

域づくり活動の調査研究・支援機関である「財団法人とっとり地域連

携・総合研究センター（とっとり総研）」と融合することにより、鳥

取環境大学においては、地域との接点を拡大し、とっとり総研のノウ

ハウを活かして教育、研究に地域貢献活動を取り入れていくこと、ま

た、とっとり総研においても、大学の教員・学生と一体となった調査

研究、地域連携活動を行う環境が整い、機能の更なる充実強化が図ら

れるのではないかと期待される。より一層の相乗効果を得るためには、

両者の一元化も有力な選択肢として検討していくことが適当である。

○開学時から外国語教育は重要視され、ネイティブスピーカーを講師に

招き、学生の習熟度に合わせたクラス編成で実践的な英語コミュニケ

ーション能力を養うなどの特色ある英語教育も実践されているところ

であるが、国際社会で活躍できる人材を養成するためには外国語教育

の充実は不可欠であり、例えば、入学時から卒業時まで一貫した外国

語教育についても検討する必要がある。

○北東アジアの環境問題解決や経済発展に向け、教育研究フィールドを

拡大し、環境分野においては北東アジア地域をリードしていくような

大学となることを期待したい。このためには、北東アジア地域の大学

との連携や、これらの地域から留学生を受け入れることについても積

極的な検討が望まれる。

（２）就職への取組

○卒業後に就職しやすいことが大学の魅力の一つであり、在学中の徹底した

教育により学生の能力を最大限に引き出し社会に送り出すことができる就

職に強い大学には、保護者からの期待も大きく多くの志願者が集まる。

○アンケート結果によれば、高校２年生は、県内就職を希望している者が県

外就職希望者の約２倍となっている。
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【就職に関する希望】

○入学生をどのようにして産業界や地域社会が求める人材に育成し、就職に

つなげていくかといった戦略を立て、実行していくことが大切である。

○県内企業との接点が見えないとの声も聞かれることから、積極的に県内企

業を訪問するとともに、学生のインターンシップを充実するなど産業界の

ニーズを把握し、大学教育に活かしていくことも重要と考えられる。

○これらの活動を通じて、県内企業や地域との連携を深め、鳥取環境大学を

支援する会などの現在の活動と併せ、就職面でも県内企業から今まで以上

に協力が得られるよう、大学が努力を積み重ねていく必要がある。

○現在でも、チューター制度による就職のフォローアップなどを行っている

が、就職に強い大学になるためには、今後は、教員、職員が一丸となり、

大学全体で強力な就職支援体制を形成していくことが急務である。

○教員資格の取得につながるカリキュラムを設定するなど就職に直結した資

格取得の体制づくりや、気象予報士、公認会計士など難関資格取得を支援

し、大学のプラスイメージをつくりだすことも大学の魅力づくりの方策と

して考えられる。

○以上のような大学としての魅力を高める様々な方策については、その実行

にあたって相応の費用や体制が必要となるのは勿論であり、具体的な取組

について大学としてしっかりとした検討を進め、責任を持った経営判断の

もとで果断に実行していく必要がある。鳥取環境大学の創意工夫により、

こうした取組が効果的に実施され、魅力あふれる特色ある大学づくりが行

われることを期待したい。



- 22 -

８ まとめ

○本委員会では、鳥取環境大学が示した改革の取組の検証を行うとともに、

私立大学としての経営の継続、他の私立大学との提携、公立大学法人化な

ど様々な視点から今後の設置形態について検討を行った。

○その結果、学部学科改編については、進学動向、近隣大学の学部設置状況、

地域貢献、学部名から教育内容が理解しやすい等の観点から、大学が示し

た、環境情報学部１学部４学科体制から、経営学部、環境学部の２学部２

学科体制への改編案は理解できるとの判断に至った。

○また、大手の私立大学は、少子化時代を見据え、中学校、高等学校との連

携による学生の確保を重視している傾向にあり、地方の大学との連携は経

営戦略として重視しておらず、経営面で鳥取環境大学の提携相手を見つけ

ることは難しい状況であった。

○これまで鳥取環境大学は入学者確保ための努力を行ってきたが、現在の定

員充足状況や経営状況となっており、私立大学としての持続的な経営は困

難な状況である。一方、公立大学は、設置団体の施策の方向に沿った人材

育成や教育研究活動、地域貢献などが展開され、地域の発展に寄与するこ

とが期待され、また、学費も安くなり、県内高校生の進学の受け皿として

も期待できるとの意見が交わされた。

○鳥取環境大学は、「２１世紀の発展を担う人材の育成」「地域振興への寄

与」「県内における進学機会や選択肢の拡大」などを目指し、公設民営方

式で設置されたが、開学後、公立大学法人が制度化されており、設置団体

が一定の関与をしながら、大学が自主的、機動的に運営することが可能に

なった。

○公立化は鳥取環境大学の地域貢献、入学生確保などの面で有力な選択肢で

あり、県内の保護者の教育費負担の軽減につながるものである。何よりも

進路選択を目前に控えた県内の子どもたちの進学のことを考えると、大学

の体力が残っている今のうちに、魅力ある学部学科の改編等と併せて、公

立大学法人制度を活用する公立化に向けた検討を速やかに開始すべきであ

るとの結論を得た。

○公立大学法人化によりその後の運営がすべてうまくいくという訳ではな

い。今後の厳しい大学間競争を勝ち抜くためには、教職員が公立化に安住

することなく、危機感を持ち、学生や地域のニーズを汲み取った大学の魅

力づくり、大学運営の改革、経営改善について絶えず不断に取り組むなど、

更なる努力が不可欠である。

（例）

・学生教育の重視を前面に打ち出し、地域社会のニーズを踏まえた人材

育成を行うこと。
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・授業内容や就職支援等の教育活動、研究活動及び地域や社会への貢献

活動などを項目とする評価制度を構築し、報酬など人事・給与制度に

反映させること。

・引き続き既定経費の見直しを行うなど今後も経費の節減に努めること｡

○そのためにも、大学経営の権限と責任を明確にして、強力なリーダーシッ

プを発揮しやすく、また、機動的な運営ができるような運営体制を構築し、

目的の達成に向かって教職員が一丸となって取り組んでいくことが必要で

ある。

○また、公立化当初、特に初年度の学生募集は極めて重要であり、生まれ変

わった鳥取環境大学を積極的にアピールし、大学の新しいイメージを創り

出していくことが必要である。

○さらには、中山間地域や商店街等でのフィールドワーク、実践教育の積極

的推進、社会人向けの特別カリキュラムの設定、中西部地区からの入学生

に対する支援策など、魅力あふれる特色ある大学づくりに徹底して取り組

んでいくことが必要であり、大学の創意工夫により、責任を持った経営判

断のもとで果断に実行していく必要がある。

○鳥取環境大学の設置者となる県及び鳥取市においては、公立大学法人制度

の趣旨に則り、明確な中期目標を設定し、大学に対して的確に運営の指針

を示すとともに、中期目標に沿った適切な中期計画を大学が策定し、計画

的な大学運営が行われるようにしていくことが必要である。また、日々の

大学運営については、大学トップの強いリーダーシップのもと機動的な運

営と責任ある経営ができるような体制を確保し、基本的には大学の裁量に

委ねていく必要がある。

○一方で、こうした鳥取環境大学の取組状況については、県及び鳥取市にお

いて外部委員による事業実績評価を実施し、中期計画の達成度等を的確に

検証し、課題を早期に発見し、原因を究明することにより、大学運営の改

善、その後の大学のあり方にフィードバックできるような、事後評価によ

る改善システムを構築していくことが大切である。

○公立大学は、県民及び市民の理解が得られなければ成り立たない。そのた

め、鳥取環境大学は今後、教育、研究、地域貢献活動を通じて、東部のみ

ならず、中西部の幅広い県民、自治体、企業等から支持され、支えられる

大学へと成長していかなければならない。そして、大学の知の資源を地域

へと還元し、鳥取県全体の発展に大きく寄与していかなければならない。

鳥取環境大学が地域の発展に欠かせない存在として、県民及び市民の理解

のもと再生していけるよう、大学の改革に向けて県及び鳥取市の一層の取

組を期待する。
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鳥取環境大学改革案評価・検討委員会開催経過

回 年 月 日

第１回委員会 平成２２年６月２８日（月）

第２回委員会 平成２２年７月１１日（日）

大学施設見学・委員勉強会 平成２２年８月 １日（日）

第３回委員会 平成２２年８月 ５日（木）

第４回委員会 平成２２年８月１６日（月）

第５回委員会 平成２２年８月２３日（月）
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（設置）

第１条 鳥取環境大学が示した大学の改革に向けた取組の検証を行うとともに、そ

の設置形態も含め、今後の大学のあり方について検討を行うため、鳥取環境大学

改革案評価・検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。

（１）鳥取環境大学の学部・学科改編の基本構想についての検証

（２）鳥取環境大学の経営改善への取組及び運営の改革についての検証

（３）設置形態を含めた、今後の鳥取環境大学のあり方の検討

（４）その他鳥取環境大学の今後のあり方の検討を行うために必要な事項

（組織）

第３条 委員会は、委員１２名以内をもって組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、鳥取県知事及び鳥取市長が委嘱する。

（１）大学経営有識者

（２）環境有識者

（３）教育・進学関係者

（４）経済界有識者

（５）行政機関の職員

３ 前項の委員のほか、大学運営等に関する専門的な検討を行うため、必要に応じ、

アドバイザーを設けることができる。

（任期）

第４条 委員の任期は、委嘱の日から平成２２年９月３０日までとする。

（委員長）

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名

する委員がその職務を代理する。

（事務局）

第６条 委員会の事務局は、鳥取県企画部青少年・文教課及び鳥取市企画推進部企

画調整課に置く。

（委任）

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、鳥取県

企画部長及び鳥取市企画推進部長の協議により別に定める。

附 則

この要綱は、平成２２年６月２４日から施行する。


